
ま　え　が　き

　帝国主義下の半植民地・半封建中国において
は，帝国主義による自由貿易主義の強制の下で
後れた封建的清朝経済は破壊され，清朝政府に
よる国家統一さえもずたずたに引き裂かれて
いった。１９４９年中華人民共和国建国と同時に，
人民政府は自由貿易主義を拒否し，保護貿易主
義政策を採用した。同時に帝国主義（資本主義の
高度に発展した段階として位置づけられる）の打
倒を目ざし，社会主義計画経済による鎖国閉鎖
的な内向型経済発展方式を推し進めた。
　１９７８年１２月党第１１期中央委員会第三回全体会
議の決議を経て，いわゆる改革・開放政策に転
じたことは周知のことである。以後外資直接投
資の導入も積極的に進め，輸出面では比較生産
費原理に沿った利益を追求しつつ（半面で重商主
義的，保護主義的とも批難される），２００１年には
念願の WTO加盟を果たし，自由貿易主義の潮
流に乗り，２０１０ 年には輸出では世界第一の地位
に立ち，世界の保護主義を警戒し，自由貿易主
義を積極的に推進している。すでに２００６年１０月
の中国と ASEAN首脳会議において確認された
中国・ASEAN自由貿易協定は，２０１０年発効をみ
た。また，２００７年１月の日中韓と ASEAN首脳
会議に合わせて行われた中国と ASEAN首脳会
議時に，中国・ASEAN自由貿易協定をサービス
貿易にまで拡大することを決めた。昨年１１月１３
日 APEC首脳会議で東アジア包括的経済連携協

定（CEPEA）に向けての協力姿勢は確認された
が，これに続いて同１５日行われた東アジア首脳
会議では，アメリカを中心にした９ヵ国による
環太平洋経済連携協定（TPP）の動きと，中国が
推し進めようとする１３ヵ国による自由貿易圏構
想あるいは１６ヵ国による東アジア包括的経済連
携構想が火花を散らす形となっている。
　ここで問題とするのは自由貿易主義である。
かつて自由貿易主義に反対であった中国が，今
日では自由貿易主義の一方の旗手となっている
ことである。このことに思いを致し，いわゆる
貿易論の多くの教科書で理論上は恰も利益公平，
正義であるかの如く説明されている自由貿易主
義の基本原理であるかの比較生産費説，あるい
はその変形とされる一般均衡論的な貿易理論で
ある HOS原理は，一応理論的枠組の体をなし
ているが，それはどのような前提条件の上で現
実的理論上の正統的意義をもつのか，あるいは
それは単なる機会主義的議論なのかについて，
帝国主義下の中国の対外貿易事情を顧み，現在
の中国の指向を踏まえて，少しく自由貿易主義
発動の前提的構造を考えてみたい。

一　従属国，半植民地への転化と対外貿易

　中国近代史の開幕はアヘン戦争によって始ま
る１）。それ以後の１００余年が，いわゆる旧中国の
従属国，半植民地としての時代である。
　他に先駆けて産業革命を達成したイギリスは，
自由貿易主義の旗印の下，世界に市場を求めて
進出していった。こういった流れの中で，東イ
ンド会社の中国貿易独占も廃止され，イギリス
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は直接自由に中国との貿易を行うことができる
ようになった。しかし，中国側清朝は対外貿易
に対して厳しい制限を課していた。中国市場を
ねらうイギリスによって，中国の厳しい貿易制
限はどうしても取り払わなければならない壁
だったのである。
　当時のイギリスの対中国貿易は次のような状
況であった。内藤昭教授によると，「１８３０年以
前には，中国がイギリスに輸出した綿布の総額
は，イギリスが中国へ輸出した綿製品の総額を
はるかに超えていた２）」。主要貿易商品の輸出入
の状況がこのような状態であったから，イギリ
スの対中国貿易収支はイギリス側の入超となっ
ていた。この入超をうめるために，イギリスは
アヘンを中国に密輸出したのである。この結果，
アヘン貿易を含む中国の対英貿易収支は，中国
側の大幅入超となった３）。
　密輸入されたアヘンの吸飲は，中国人の精神，
肉体双方ともに損なうところとなった上に，清
朝政府の財政を逼迫させるところともなった。
このため，清朝政府はアヘンの輸入に対して厳
しい措置をとることになり，１９３９年林則徐を広
東に遣り，アヘンの没収とこの焼棄を行ったの
である。ここに第一次アヘン戦争（１８４０～４２年）
が勃発することとなる。
　１８４２年敗戦を南京条約で終結した中国は，香
港をイギリスに割譲し２,１００万元の賠償金を支払
い，上海，福州，厦門，寧波，広州の５港を開
き，これまで独占的貿易の仲介の任にあたって
いた公行を廃止し，イギリス人の自由な通商行
為を保障し，関税自主権を放棄するとともに，
協定関税を受け入れ，一方的な最恵国待遇を与
えて，領事裁判権さえもイギリスに渡したので
ある４）。１８４４年には同様の条約をアメリカ，フ
ランスとも締結した。
　その後もアロー号事件を契機とする第二次ア
ヘン戦争によって，中国は１８５８年イギリス，フ
ランス，ロシア，アメリカとの間に天津条約を

結び，さらに１８６０年には北京条約を締結した。
この結果，中国は牛荘，登州，漢口，九江，鎮
江，台湾，淡水，潮州，瓊州，南京，天津など
の通商港を新たに開き，九竜をイギリスに割譲
し，税関管理権，沿岸貿易権，内河航行権，内
地通商権などを諸国に与えた５）。
　貿易との関連で重要な協定関税についてみる
と，１８４３年アヘン戦争後に定められた協定関税
は，それ以前の広州税関の徴収税率よりも５８～
７９％も低いものであった。しかし，第二次アヘ
ン戦争後さらなる税率の引き下げを強制され，
１８４３年の水準よりも１３～６５％さらに引き下げら
れた。１８５８年の協定輸入税率では，多くの輸入
品は５％以下の税率になっていた６）。「このよう
な軽微な輸入税率は，中国の財政収入に影響を
与えたばかりでなく，外国品の輸入拡大を促進
し，民族工商業の発展を阻害する役割を果たし
た。しかも，中国独自で税率の調整を行うことが
不可能になっていたから，１９０２年までほとんど半
世紀のあいだ輸入税則は改定されなかった７）」。
　このようにして，中国はイギリスを中心とす
る資本主義の世界体制の中に否応なく巻き込ま
れ，従属国，半殖民地への道を余儀なくされて
いった。この過程で中国は関税自主権を失い，
貿易に対する自立的な統制力も失っていったの
で，資本主義諸国は中国市場に自由に接近して
いった。１８６４年から１８９４年までの間に，中国の
総輸出入貿易額は２.７６倍に増加した。アヘンの
輸入などを除く輸出入のバランスでみると，そ
れまで黒字の維持されていた貿易収支は１８６５～
７１年にかけて入超ぎみとなり，１８７６年以降中華
人民共和国成立の１９４９年まで一貫して毎年大幅
赤字が記録されることになる。１８７１～９３年の間
に，中国の輸入は約２倍に増えたのに対して，
輸出は約５０％伸びたにすぎなかった。
　中国の対外貿易の輸出入商品構成をみると，
その殖民地的性格が如実に現れている。１８７３年
と１８９３年の数値でみると，中国の輸入品総額に
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占める消費財の割合はほぼ８０％前後に達し，こ
れに消費財用原料を加えるとほぼ９２％になる。

しかも重視しなければならない点は，１８４２年の
開港以来４０年余りの間，アヘンが輸入品の第１
位を占めたことである。１８４２年の輸入品構成比
でみると，アヘン ５５.２％，綿花 ２０％，綿製品 

８.４％が主要なところであるが，１８６７年にはアヘ
ン ４６％，綿製品 ２１％と，綿花と綿製品の地位
が逆転して，中国市場に急速に綿製品が流入し
ていることが知られる。このような傾向は国内
の手工業綿工業の衰退を反映したものであり，
その後の国産化によるアヘン輸入の相対的地位
の低下とも相俟って，１８８５年には綿製品輸入は
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第３表　旧中国輸出入貿易額（１８７１～１８９３年）
（単位：１００万元） 

貿易
収支

輸　　入輸　　出
年

指数額指数額

＋ ４１００.０１０６１００.０１１０１８７１～１８７３

－１８１１８.９１２６ ９８.２１０８１８８１～１８８３

－５２２０６.６２１９１５１.８１６７１８９１～１８９３

注：各期の金額は，３年間の年平均額である。
出典：第１表と同じ，同書，８頁。

第１表　１８４３年中英協定関税前後における主要輸入貨物の新旧税率水準
（従価％）

旧税率に比べ 
新税率の減少％１８４３年の新税率１８４３年以前の

旧税率単　　位貨　　物

７７.０２５.５６２４.１９担棉　　花

５８.４５５.５６１３.３８担綿　　糸

７６.７８６.９５２９.９３疋一級キャラコ

７８.６４６.９５３２.５３疋二級キャラコ

７３.１９５.５６２０.７４疋生地キャラコ

６２.７３５.６６１４.９２疋綾織綿布

注：①　旧税率は広州海関が徴収した正税およびそれ以外の各種の収奪を含み，輸入貨物が実際
に負担した税率を示す。

　　②　新旧税率は，すべて１８４８年の相場で換算してある。
出典：内藤昭著『現代中国貿易論』，所書店，昭和５４年，５頁。

第２表　１８５８年中英輸入税則改正前後における主要輸入貨物の税率水準
（従価％）

１８４３年税率に比べ
１８５８年税率の減少％１８５８年の税率１８４３年の税率単　　位貨　　物

１２.５４５.７２ ６.５４担棉　　花

３５.９９５.０５ ７.８９疋綾織綿布

―４.６３ ４.６３疋綾織綿布（米国）

６５.０５４.９８１４.２５疋更　　紗

５３.３７４.９８１０.６８疋モスリン

２９.９７４.８６ ６.９４担綿　　糸

３３.３０６.３１ ９.４６丈和蘭ゴロ

注：本表中，１８４３年の税率水準は，１８４３年の税則と１８５８年の相場にもとづいて換算してあるため，
第１表の税率水準と違っている。

出典 :第 1表と同じ，同書，同上頁。



輸入品構成比の第１位に立ち３５.７％に上昇して
いる。
　輸出面でみると，中国の主要輸出品は茶と生
糸で，１９世紀の下半期，茶は中国の輸出品総額
に占める地位では第１位に立ち，茶と生糸の輸
出で全体の５０～９０％を占めていた。しかし，中
国茶はイギリスが開拓したインド産やセイロン
産の茶と競合し，急速に競争力を失っていっ
た。１８７３年における世界の主要茶生産国の輸出
総額の中で，中国茶の輸出は９２％のシェアを
もっていたが，１８８３年には８８％，１８９３年には
４９％に下がっていき，２０世紀初頭にはついにか
つての首座をインドに奪われることになってし
まった８）。
　以上のような輸出入商品構造の分析から，内
藤昭教授は次のような総括を行っておられる。
「中国の輸入商品のうちで消費物資が圧倒的比重
を占め，しかも，アヘンと綿製品が主要な地位
を占めていたということは，資本主義諸国の対
中国貿易における侵略的性格と，工業製品販売
市場としての中国市場の性格を明確に示すもの
であった。後進的な農業国としての中国が工業
化し，近代的な国家に発展するために必要な生
産手段の輸入は，ほとんど問題にならなかった。
つまり，中国の輸入商品構成は，明らかに経済
的後進性の維持＝再生産に役立てられてい
た９）」。「中国の主要輸出品が農産品と手工業品
であったということは，明らかに，国の工業化
が阻害されていた結果の反映である。それはま
た，中国が資本主義諸国との支配＝従属関係に
もとづいて，原料供給地として地位を維持して
いたことの現れでもある。そのうえ，中国の農
産物輸出さえ，当時世界市場を支配していたイ
ギリスをはじめとする先進資本主義諸国の圧力
のもとで，市場価格の低落その他多くの困難に
みまわれた１０）」。

二　帝国主義支配下における対外貿易

　１９世紀の末から２０世紀にかけての時期に，世
界の資本主義は産業資本主義の時代から独占資
本主義の時代に入り，中国の従属国，半植民地
性を規定する条件にも本質的変化が生じた。
　自由競争が支配的であった古い資本主義の時
代には，商品の輸出が典型的であったが，独占
が支配的となった帝国主義の段階にあっては，
資本の輸出が重要な意義をもって登場してく
る１１）。帝国主義諸国と中国との関係にも，新た
な様相が生じてくる。この段階になると，帝国
主義諸国にとって中国は投資市場としての重要
性を増してくる。帝国主義諸国は投資の権益を
競って獲得しようと企図するようになった。日
清戦争（１８９４～９５年）で中国は日本に敗れ，この
結果中国は日本に対して領土割譲，賠償金の支
払を行うと共に，長沙市，重慶，蘇州，杭州を
開港し，通商都市における工場設立の特権など
を与えることになった。他の帝国主義諸国も最
恵国待遇によってこの特権に均霑し，ここに中
国は列強の投資市場としての勢力分割に供され
ることとなった１２）。「日清戦争以後における帝国
主義諸国の中国にたいする資本輸出の主要形態
は，直接投資として金融業，商業，運輸業，工
業，鉱業および不動産への投資，間接投資とし
ての借款などがあった１３）」。
　資本主義の帝国主義段階への移行にともなっ
て，帝国主義によって推し進められる対中国貿
易は，金融独占資本の下に統轄された帝国主義
諸国の独占的利潤追求の一翼を担うものとして
の地位に立つ。帝国主義諸国の資本輸出の伸展
は，これら諸国と中国との支配＝従属関係を以
前にもまして深化させることになるが，この支
配＝従属関係の深化の中で，貿易の展開も推進
されることになる１４）。したがって，資本主義の
帝国主義への移行は，帝国主義諸国にとっての
対中国貿易の役割を決して低下せしめるという
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ことではなく，前にもまして自国製品の販売市
場，独占的原料供給地としての戦略的重要性を
増大させるものであった。帝国主義諸国は自分
達の製品販売市場としての中国が，高い輸入関
税を課するのを歓迎するはずもなく，また中国
の関税自主権は協定関税の形で帝国主義の手中

に握られていたから，一般に輸入関税が低く，
国内産業振興を阻害するように作用した。国家
の財政収入上の必要から輸入関税の引き上げが
企図された場合にも，なかなか計画通りの実施
は難しかった１５）。協定関税が制定されてから
１９２８年まで，実際の輸入税率は３～５％ぐらい
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第４表　１９０２，１９１８，１９２２年の税則修正前後における主要輸入貨物の税率水準
（従価％）

１９２２～１９２６年の平均価格
によって計算した税率

１９１７～１９２１年の平均価格
によって計算した税率

１９０２～１９０６年の平均価格
によって計算した税率

単     位貨　物
１９２２年の 
新税率

１９１８年の 
旧税率

１９１８年の
新税率

１９０２年の
旧税率

１９０２年の
新税率

１８５８年の
旧税率

――３.０６１.６８３.１５５.０３疋（重量７ポンド）生地天竺

４.５８２.９２３.２１２.０６３.５３２.６２疋晒 天 竺

３.７８２.３２２.５２２.０５３.４８３.９８疋（幅３２インチ）天竺木綿

５.４４２.６８２.７３２.０２３.８７２.８５担印度綿糸

４.４５２.１９２.６４１.９６３.８１２.８１担日本綿糸

２.３８２.３８３.１２２.３４３.７１２.１７担棉　　花

４.９１４.２５３.４９２.５９４.６６６.４３担ブリキ板

３.３３３.２３３.３１２.５６――担精 製 糖

６.８４５.００５.００３.１６――ガロン石　　油

出典：第１表と同じ，同書，２６頁。

第５表　各種貨物の輸入税率水準（１９２６～１９３６年）
（従価％）

その他生産手段奢侈品生活必需品食　料総　計年

 ４.７ ４.３ ４.９ ４.８* ４.１１９２６

 ４.８ ４.２ ４.９ ４.７* ３.９１９２７

 ４.８ ４.５ ４.９ ４.８* ４.３１９２８

１２.９ ９.６１６.０１３.７*１０.９１９２９

１６.４１０.３１９.０１６.８*１２.０１９３０

１８.６１２.１２６.０２７.７ ０.２１６.３１９３１

１８.７１３.５３２.４３０.３*１６.７１９３２

２５.４１８.０３４.３５３.９ ０.１２３.１１９３３

２０.７２２.１３２.４７４.２２７.６３１.２１９３４

１５.９２３.２３９.５７６.４２６.３３２.１１９３５

１８.１２３.６３８.１８３.７２６.３３１.４１９３６

注：*印は０.０５％未満。
出典：第１表と同じ，同書，２６頁。



で，１９２９年から１９３６年までは１０～３０％ぐらいで
あった。注目すべきことは，１９３３年以降生活必
需品の税率が他のどの品目の輸入税率よりも高
く，奢侈品と比べるとほぼ２倍に近いものと
なっていることである１６）。「このように，旧中国
において輸入税率が一般に低いということ，お
よび生活必需品の輸入税率が奢侈品のそれより
も遥かに高いということは，国内産業の保護育
成という見地から，この国の農業国から工業国
への発展を阻害していたばかりでなく，勤労大

衆に対する収奪を増大する要因となってい
た１７）」。
　一方輸出税則については，南京条約以降４回
の修正が行われたが，輸出税が輸入税よりも高
いという状態は，１９２６年になってやっと改めら
れた。一般に後進国では自国の産業の保護のた
め輸入税を高く，輸出税を免除するとか，極め
て軽いものとするなどの措置がとられるのが普
通であるが，中国の場合この関係が逆転してお
り，国内産業の保護というよりも，外国の輸入
が奨励されるという状況となっていたわけであ
る１８）。資本主義が帝国主義の段階へ移行して後，
中国の輸出入は急速に増大したが，とりわけ輸
出に比べ輸入の増加が急速であった。このため，
中国の対外貿易は慢性的な輸入超過となり，中
華人民共和国の成立まで，この状態は変わらな
かった。大幅な慢性的輸入超過のために，為替
相場は低落していったが，これを上回る帝国主
義諸国の生産過剰からくるダンピングによって，
中国には帝国主義諸国の商品が流入した。ある
いはまた，帝国主義諸国は中国の借款にかこつ
けて余剰生産物を輸出した。第二次世界大戦終
了後の１９４６年には，輸入総額は輸出総額の３.６４
倍に達し，その差額は４７２万４千ドルであっ 

た１９）。
　「中国における巨額の慢性的入超は，帝国主義
諸国との間に支配＝従属関係が存在していた結
果，一方では，帝国主義諸国の商品が協定関税，
借款その他の特権に保護されて大量に流入し，
他方では，中国の輸出物資に対する不当な価格
抑制，輸入制限などの措置によって，輸出の伸
長がきわめて緩慢であったためもたらされたの
である２０）」。
　輸出入商品構成でみると，輸入では依然とし
て消費財の輸入が中心で，しかも中国は農業国
でありながら，農産物輸入が増加していった点
が注目される。輸出では農産品と手工業品が中
心となっており，生糸，大豆，豆粕などが主要
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第６表　輸出入貿易の税率水準（１８７３～１９３６年）
（従価％）

輸出税率水準輸入税率水準年

８.８４.９１８７３

１０.８４.８１８８３

７.３３.４１８９３

４.５３.３１９０３

３.３３.２１９１１

３.１３.１１９２１

３.０３.８１９２６

２.８３.５１９２７

２.７３.９１９２８

３.６８.５１９２９

４.０１０.４１９３０

３.４１４.１１９３１

３.５１４.５１９３２

３.８１９.７１９３３

４.６２５.３１９３４

３.６２７.２１９３５

３.５２７.０１９３６

注：①　輸入税率水準にはアヘンの輸入税を含まな
い。
②　第５表は各年における各貨物の輸入価格お
よびその当時の税則にもとづいて計算されて
いる。だが，実際には海関が国民党政府財政
部の命令およびその他の干渉を受け，毎年大
量の免税あるいは減税貨物を輸入していたの
で，第６表のように暦年の輸入総額で輸入税
総額を除して得た税率は，とうぜんいくらか
低くなっている。

出典：第１表と同じ，同書，２７頁。



な輸出品であった。このような貿易構造を規定
するものは，帝国主義諸国と中国の支配＝従属
関係及び中国国内の旧い封建的生産関係によっ
て農業，工業の生産力が抑えられた上に，帝国
主義諸国との支配＝従属関係によって工業化へ
の道が閉ざされ，消費財輸入の圧倒的比重に
よって抑えられたわずかながらの生産手段の輸
入も，中国の経済発展に起動力を与えるという
にはほど遠かったというのが実態である２１）。
　次に中国貿易の地域別市場構造をみてみよう。
第１０表にみるように，輸入でみるとアヘン戦争
後日清戦争にいたるまでの期間はイギリスが主
導的地位を占めているが，その地位は漸次下
がってきて，第一次世界大戦後は日本，アメリ
カにその地位を奪われてしまった。１９３１年の
「９・１８」事変（満州事変）後は日本が中国東北部
を満州国として植民地にしてしまうや，中国は
アメリカへ急傾斜していったので，それ以降ア
メリカの地位が首位に躍り出ることになった。
第二次世界大戦が終了してからは，アメリカの

中国に対する支配力は一段と強化され，１９４７年
には中国の輸入の中でアメリカからの輸入は
５０％を超えている。
　輸出についても，当初はイギリスが輸出市場
としてトップの座にあったが，漸次日本市場，
アメリカ市場の地位が高まり，１９３６年でみると
アメリカ ２６.４％，日本 １５.２％，香港 １５.１％，イ
ギリス ９.２％などとなっている。第二次世界大
戦が終了して以後の１９４７年には，香港 ３４.２％，
アメリカ ２３.３％，イギリス ６.６％，日本 １.９％と
なっている２２）。
　このような中国対外貿易の地域別市場構造で
正視すべきは，「中国の対外貿易総額にしめる諸
国の単なる比重の問題ではなく，それらの貿易
関係の基礎になっている国家間の本質的な関係
そのものであり，旧中国の対外貿易に占める資
本主義諸国の地位が，これらの国々の中国にた
いする侵略の消長を示しているということであ
る２３）」。
　帝国主義の支配下にあった半植民地・半封建
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第７表　旧中国の輸出入貿易額（１８７１～１９３６年）
（単位：１００万元）

出超（＋）或は
入超（－）

輸　　　　入輸　　　　出
年

指　数額指　数額

＋　４１００.０１０６１００.０１１０１８７１～１８７３

－ １８１１８.９１２６９８.２１０８１８８１～１８８３

－ ５２２０６.６２１９１５１.８１６７１８９１～１８９３

－１６２４４６.２４７３２８２.７３１１１９０１～１９０３

－１３２６６２.３７０２５１８.２５７０１９０９～１９１１

－２８２１,１３４.９１,２０３８３７.３９２１１９１９～１９２１

－６１８１,９６４.２２,０８２１,３３０.９１,４６４１９２９～１９３１

－７３４１,２６９.８１,３４６５５６.４６１２１９３３

－４９５９７１.７１,０３０４８６.４５３５１９３４

－３４３８６７.０９１９５２３.６５７６１９３５

－２３６８８８.７９４２６４１.８７０６１９３６

注：①　指数：１８７１～１８７３＝１００
②　１９３１年以前の各期の金額は，３年間の年平均額である。

出典：第１表と同じ，同書，２８頁。
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第
８
表
　
旧
中
国
輸
入
貨
物
分
類
統
計（
１８
７３
～
１９
４７
年
）

（
単
位
：
１
, ００
０
元
）

消
　
　
　
費
　
　
　
物
　
　
　
資

生
　
　
　
産
　
　
　
手
　
　
　
段

総
　
　
計

年
直
接
消
費
物
資

消
費
物
資
原
料

小
　
　
計

建
築
用
品
，
設
備
（
車
両
船
舶

を
含
む
），
小
型
工
具
，
器
材
，

半
製
品
，
材
料
，
燃
料
等

原
　
　
料

器
械
及
び
大
型
工
具

小
　
　
計

％
額

％
額

％
額

％
額

％
額

％
額

％
額

％
額

８３
. ４

８６
, ３４
８

 ８
. ５

８
, ７５
６

９１
. ９

９５
, １０
４

 ８
. １

８
, ３８
３

―
―

―
―

 ８
. １

８
, ３８
３

１０
０

１０
３
, ４８
７

１８
７３

７８
. ６

１８
５
, ３６
７

１３
. ０

３０
, ７２
３

９１
. ６

２１
６
, ０９
０

 ７
. ８

１８
, ２８
３

―
―

０
. ６

１
, ４５
０

 ８
. ４

１９
, ７３
３

１０
０

２３
５
, ８２
３

１８
９３

６２
. ７

３１
９
, １１
２

２２
. ３

１１
３
, ３６
５

８５
. ０

４３
２
, ４７
７

１４
. ３

７２
, ９０
６

―
―

０
. ７

３
, ６７
６

１５
. ０

７６
, ５８
２

１０
０

５０
９
, ０５
９

１９
０３

６５
. ４

４７
１
, ８２
５

１７
. ０

１２
２
, ５２
６

８２
. ４

５９
４
, ３５
１

１６
. ０

１１
５
, ５０
２

０
. １

４５
５

１
. ５

１０
, ９９
１

１７
. ６

１２
６
, ９４
８

１０
０

７２
１
, ２９
９

１９
１０

５４
. ６

６４
８
, ５６
３

１６
. ９

２０
１
, １６
６

７１
. ５

８４
９
, ７２
９

２５
. １

２９
８
, ３０
２

０
. ２

１
, ９１
６

３
. ２

３７
, ６３
８

２８
. ５

３３
７
, ８５
６

１０
０

１
, １８
７
, ５８
５

１９
２０

５５
. ８

１
, １３
７
, ８６
８

１７
. ３

３５
３
, ０５
９

７３
. １

１
, ４９
０
, ９２
７

２１
. ３

４３
４
, ９８
２

１
. ９

３９
, ２０
９

３
. ７

７５
, ４８
１

２６
. ９

５４
９
, ６７
２

１０
０

２
, ０４
０
, ５９
９

１９
３０

４２
. ５

４０
０
, ４９
８

１３
. ０

１２
２
, ３７
６

５５
. ５

５２
２
, ８７
４

３５
. ６

３３
５
, ５２
４

２
. ７

２５
, ４４
５

６
. １

５７
, ７０
２

４４
. ４

４１
８
, ６７
１

１０
０

９４
１
, ５４
５

１９
３６

２２
. ２

２
, ３７
６
, ５１
７
, ５４
０

２５
. ０

２
, ６７
１
, ８０
２
, ５３
８

４７
. ２

５
, ０４
８
, ３２
０
, ０７
８

４２
. ２

４
, ５０
５
, ７０
３
, ０３
２

２
. ４

２５
４
, ２０
８
, ６１
６

８
. ２

８７
３
, ０９
４
, ８４
７

５２
. ８

５
, ６３
３
, ００
６
, ４９
６

１０
０

１０
, ６８
１
, ３２
６
, ５７
４

１９
４７

出
典
：
第
１
表
と
同
じ
，
同
書
，
３０
頁
。
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第
９
表
　
旧
中
国
輸
出
貨
物
分
類
統
計（
１８
７３
～
１９
４７
年
）

（
単
位
：
１
, ００
０
元
）

製
　
　
　
　
　
品

半
　
　
製
　
　
品

原
　
　
　
　
　
　
　
料

総
　
　
計

年
機
　
械
　
製
　
品

手
工
製
品

機
械
半
製
品

手
工
半
製
品

鉱
　
　
産
　
　
物

農
産
物（
農
，
林
，
漁
，

牧
，
畜
業
の
産
物
）

機
械
採
掘

手
工
採
掘

％
額

％
額

％
額

％
額

％
額

％
額

％
額

％
額

 １
. ７

１
, ７８
６

５８
. ３

６３
, １７
３

―
―

３７
. ４

４０
, ６１
３

*
１１

―
―

 ２
. ６

２
, ８６
６

１０
０

１０
８
, ４４
９

１８
７３

 ２
. ５

４
, ５２
４

５３
. ４

９６
, ９４
５

０
. １

１７
７

２８
. ４

５１
, ６４
４

―
―

―
―

１５
. ６

２８
, ４２
３

１０
０

１８
１
, ７１
３

１８
９３

 ８
. ０

２６
, ５６
６

３２
. ９

１０
９
, ７８
８

１４
. ７

４９
, ２５
０

１７
. ２

５７
, ２９
８

０
. ２

７６
７

０
. ２

７９
６

２６
. ８

８９
, ４９
６

１０
０

３３
３
, ９６
１

１９
０３

 ６
. ８

４０
, ５１
３

２８
. ３

１６
８
, ０９
２

１１
. ９

７０
, ５９
９

１３
. １

７７
, ７６
０

０
. ５

３
, １１
６

０
. ２

１
, ３０
０

３９
. １

２３
１
, ９５
７

１０
０

５９
３
, ３３
７

１９
１０

 ８
. ３

７０
, ０６
０

３１
. ２

２６
２
, ８８
２

１２
. ３

１０
３
, ４６
６

 ８
. ２

６９
, ５６
４

２
. ８

２３
, ４１
５

０
. ９

７
, ４２
６

３６
. ４

３０
７
, ０４
７

１０
０

８４
３
, ８６
０

１９
２０

 ７
. ４

１０
３
, １８
４

２７
. １

３７
８
, １２
２

１２
. ２

１７
０
, ６５
３

 ３
. ５

４８
, ７２
２

３
. ４

４７
, ８６
０

１
. ２

１７
, ３３
１

４５
. １

６２
８
, ２８
５

１０
０

１
, ３９
４
, １６
７

１９
３０

 ７
. １

５０
, ３９
９

３２
. ４

２２
８
, ３０
８

５
. ６

３９
, ５７
０

 ６
. ７

４７
, ０２
９

１
. ６

１１
, ２４
７

２
. ６

１８
, １５
２

４４
. １

３１
１
, ０３
７

１０
０

７０
５
, ７４
２

１９
３６

１９
. ５

１
, ２４
４
, ０１
９
, ３３
２

３３
. ０

２
, １０
３
, ２２
２
, ５２
６

１０
. ５

６６
９
, ３９
８
, ６４
８

 ２
. ０

１２
４
, ７９
１
, ９９
９

*
１
, ９７
６
, ６１
９

４
. ４

２８
３
, ５２
４
, ６５
４

３０
. ６

１
, ９４
９
, ５７
０
, ５１
９

１０
０

６
, ３７
６
, ５０
４
, ２９
７

１９
４７

（
注
） 
*
印
は
０
. ０５
％
未
満
。

出
典
：
 第
１
表
と
同
じ
，
同
書
，
３１
頁
。
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第１０表　旧中国輸入総額中にしめる各国の比重（１８７１～１９４７年）
（各期の総計＝１００）

その他ロシア及 
ソ連フランスドイツイギリスアメリカ日本及 

台湾香　港年

２８.４０.２――３４.７０.５３.７３２.５１８７１～１８７３

３１.２０.２――２３.８３.７４.９３６.２１８８１～１８８３

１８.６０.６――２０.４５.５４.７５１.２１８９１～１８９３

２０.７０.８――１５.９８.５１２.５４１.６１９０１～１９０３

１８.７３.５０.６４.２１６.５７.１１５.５３３.９１９０９～１９１１

１４.０１.４０.７０.７１４.０１７.６２９.２２２.４１９１９～１９２１

２４.４１.５１.４５.４８.６１９.２２３.４１６.１１９２９～１９３１

４２.０１.６１.８７.９１１.３２１.９９.９３.６１９３３

３４.４０.８２.２９.０１２.０２６.２１２.５２.９１９３４

３９.３０.８１.４１１.２１０.６１８.９１５.６２.２１９３５

３２.２０.１１.９１５.９１１.７１９.６１６.６１.９１９３６

３８.００.３１.２*６.９５０.１１.７１.８１９４７

注：①　*印は０.０５未満。
②　１８９５年以後における台湾の輸出入額は，日本に含まれている。１９４７年に台湾が中国に戻ってからは，日
本の対中国貿易に台湾は含まれていない。１９０５年以前のドイツとフランスの対中国貿易は，すべてその
他の項目に含まれている。
③　香港の対中国貿易額はひじょうに大きいが，香港は中継港にすぎない。その中国にたいする輸出品は，
大部分が現地で生産されたものではなく，また中国からの輸入品も大部分が現地で消費されていない。
④　イギリスはその本国を指し，自治領土及び植民地は含まれていない。１９３２年以後の日本の対中国貿易額
中に，東北地区に対する貿易額は含まれていない。もし，それを計算に入れるなら，中国の対外貿易中
にしめる地位はとうぜん変ってくる。

出典：第１表と同じ，同書，３６頁。

第１１表　旧中国輸出総額中にしめる各国の比重（１８７１～１９４７年）
（各期の総計＝１００）

その他ロシア及 
ソ連フランスドイツイギリスアメリカ日本及 

台湾香港年

１３.３３.３――５２.９１４.１１.７１４.７１８７１～１８７３

１９.２７.３――３３.３１２.４２.４２５.４１８８１～１８８３

２３.８８.６――１１.３９.８７.２３９.３１８９１～１８９３

２６.２５.５――４.８１０.２１２.５４０.８１９０１～１９０３

１５.５１２.５１０.７３.１５.１９.０１５.９２８.２１９０９～１９１１

１７.４３.３４.４０.５７.６１４.４２８.６２３.８１９１９～１９２１

２２.９５.９４.７２.４７.１１３.８２６.２１７.０１９２９～１９３１

２７.８１.０５.３３.４８.０１８.５１６.２１９.８１９３３

２９.８１.１３.９３.６９.３１７.６１５.８１８.９１９３４

２５.６０.７５.１５.０８.６２３.７１４.８１６.５１９３５

２３.７０.６４.３５.２９.２２６.４１５.２１５.１１９３６

３０.６１.５１.８０.１６.６２３.３１.９３４.２１９４７

出典：第１表と同じ，同書，３７頁。



的中国にあっては，市場関係もまた帝国主義の
支配の体系として位置づけられるものであった。
農業生産は直接，間接に世界市場に依存してい
たし，世界市場と農民を結ぶ国内の流通過程は
買弁資本，あるいは前近代的商業資本，民族資
本，各種農業統制機構などによって支配されて
いた。帝国主義は，また，これらを通じて工業
製品の販売をはかったのである。
　ところで，旧中国の商品市場は狭小性と季節
性を大きな特徴としているが，狭小性という面
からは，「小農経済が封建的遺制にしばられなが
ら存在する条件のもとでは，生産力発展の制約
が農民所得の増大を制約するのみならず，商品
流通上における購買力の発現を妨げ，農村市場
をして農産品及び工業品の広闊な市場たらしめ
ることができなかったのである２４）。また季節性
については，「旧中国の小農経済を主体とする経
済構造は農業生産の季節性と生活消費の季節性
という自然法則の影響として，その商品市場に
も季節性なる特徴的性格を付与せずにはおかな
かった２５）。
　このような流通市場の構造を背景として，市

場価値は「花・布不同行」という動きで特徴づ
けられるような動き方を示した。棉花の収穫時
期には棉花は暴落し，丁度これと反対に需要が
出てくる綿布の価格は暴騰するという，工業原
料と工業製品の間の生産の無政府性が，季節的
に出てくるが常態であった。農産物価格は収穫
期に暴落して端境期に暴騰するといった具合に，
全般的に季節的大きく変動し，その変動幅は４
割から２倍以上に達するという時期さえもあっ
た２６）。「地主・富農を除く大多数の農民はほとん
ど生活に窮迫しているため，農産物を収穫しお
わるや直ちに―甚だしきは農作物の収穫以前に
おいて―その大部分を最も低落した価格で販売
し，端境期にはそれをまた高騰した価格で買い
入れて自家消費に充てるという不利な条件にお
かれており，商業資本はこのような農民の弱点
に乗じて，農産品価格の季節的変動を操縦・利
用し苛酷な中間搾取を擅にしていたのである２７）」。
　帝国主義諸国との貿易もこのような市場構造
が背景となっていたから，工業品と農産物との
輸出入価格の動きでみると，中国の輸出する農
産物は極めて不利な条件で輸出されていたこと
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第１２表　旧中国の生糸輸出量およびアメリカにおける中国生糸の市場価格（１９２７～１９３６年）

中国生糸１ポンド当りの市場価格生 糸 の 輸 出 量
年

指　　数市場価格 
 （米ドル）指　　数輸 出 量

（単位＝１００ kg）

１００.００５.２４１００.００９６,７６８１９２７

９５.９９５.０３１１２.６１１０８,９７５１９２８

８７.０２４.５６１１８.７４１１４,８９８１９２９

５３.４４２.８０９４.６４９１,５８３１９３０

４９.８１２.６１８５.１１８２,３６４１９３１

２９.９６１.５７４８.８９４７,３０６１９３２

２９.２０１.５３４８.１７４６,６１５１９３３

２３.０９１.２１３４.０８３２,９７７１９３４

２９.７７１.５６４７.６９４６,１４４１９３５

３２.６３１.７１３９.２１３７,９４２１９３６

出典：第１表と同じ，同書，３２頁。



が知られる。例えば，中国の生糸をとると，中
国生糸は１９２９年には１９２７年に比べてアメリカ市
場向け輸出が１８.７４％増加しているが，この間に
価格１２.９８％落下している。１９３４年の生糸価格は
１９２７年の４分の１以下に下がっている２８）。「中
国で生産された生糸の大部分は，その販路を世
界市場に求めていた。だが，中国の生糸は分散
的な個人農民によって生産されていたため，生
糸の価格を帝国主義の打撃から守ることができ
なかった２９）」のである。
　一方，帝国主義諸国から輸入する工業品価格
は，帝国主義諸国の販路拡大要求からするダン
ピングにもかかわらず，ダンピング価格は漸次
上昇していった。第１３表は，中国の農産物輸出
と外国工業品輸入価格のこの間の事情を対照的
に表している。「一方では，帝国主義諸国の圧力
のもとに，農産物と手芸工業品を中心とする中
国の輸出品の価格が不当に抑圧され，他方では，
工業品を中心とする輸入品の独占価格が上昇し
たため，中国の輸出品と輸入品とのシェーレは
ますます拡大した３０）」わけである。工業品価格
と農産物価格の間に存在するこのシェーレの問
題は，一般的に存在する問題ではあるが，特に
帝国主義支配下における中国で問題となるのは，
「外国独占資本の支配下にある植民地や半植民地
においては，この鋏状価格差が一層鋭いかたち
で現われ，謂わゆる植民地利潤を汲みだす槓桿
として機能する３１）」ためである。
　帝国主義諸国と半植民地・半封建的中国との
貿易関係の中では，上に見てきたように中国の

輸出品価格は安く，帝国主義諸国からの輸入品
価格は高いというのが常態となっていたわけで
ある。屢々指摘される不等価交換といわれる関
係の中身である。ここでわれわれは不等価交換
といわれるものを， ２つに分けて考えておこう。
その１つは，上に指摘されたように，正常な価
値法則の発動を歪曲した形の交換として発動さ
せる中での不等価交換である。今１つは，「発達
した資本主義国と立ち遅れた国との商品交換に
おいて，一先ず他の条件をおくとして，その交
換を等価交換としたとしても，内容としては前
者の少ない労働量と後者の多くの労働量が交換
され，前者は後者を搾取することになる３２）」，と
いった関連で議論される不等価交換である。前
者は市場関係の不完全性とか，その歪んだ構造
とかによって生ずる交換の中での問題であるの
に対して，後者は，国際貿易関係そのものに内
在的な，発達した資本主義国と立ち遅れた国と
の間の商品交換で構築される関係そのものに内
在する問題である。前者では市場関係が正常に
発動するよう歪曲した関係をなくすとかして，
そのような国際貿易関係の中で不等価交換を解
消していくことが課題となり，後者では不等価
交換を内在化しているような国際貿易関係の止
揚をはかるとかが重要な課題となる。ここでは
不等価交換といわれるものの２つの概念を区別
し，いずれも中国にとっては，実践的にも理論
的にも重要な内容をもつものであることを指摘
するようにとどめよう。
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第１３表　中国農産品輸出および外国工業品輸入物価指数表（１９２６～１９３６年）

１９３６１９３５１９３４１９３３１９３２１９３１１９３０１９２９１９２８１９２７１９２６類　別 年

 ４８.１ ５２.３ ４２.９ ６４.０ ６３.０１０１.６１００.０１０９.９１０７.４１０３.７１００.０輸出物物価指数

１５０.４１３６.１１４７.１１５２.６１５３.７１６０.２１２８.１１１０.５１０５.４１０４.９１００.０輸入物物価指数

３２３８２９４２４１６３７８９１１０２９９１００交易条件
（輸入＝１００）

出典：第１表と同じ，同書，３３頁。



三　半植民地・半封建的対外貿易の特質

１　帝国主義及び官僚資本主義による対外貿易

の独占

　これまでみてきたように，アヘン戦争以後半
植民地・半封建的地位に転落していった中国で
は，不平等条約に基づき先進諸国は各種の特権
を入手し，これらさまざまな特権に守られて，
また官僚主義と結託して，中国の対外貿易を独
占した。「中国の沿岸諸港市で貿易を営む商社
は，ほとんど外国資本の経営であり，わずかの
中国資本による貿易業も，〈四大家族〉（蒋，宋，
孔，陳）をかしらとする買弁的な官僚資本に支配
されていた３３）」。また，対外貿易と密接な関連を
もつ商品検査，保険，海運，倉庫，為替などの
業務においても，外国資本が主要な地位に立っ
ていた３４）。
　このような中で，民族資本による貿易業は成
長することができず，仲買商とか，代理商とか，
取次ぎ商とかに甘んじるほかはなく，よしんば
単独経営の貿易業に従事していたとしても，取
るに足らぬ存在であったに過ぎなかった。第一
次世界大戦中と戦後の一定の期間，または第二
次世界大戦後に，私営民族貿易業は一定の発展
をみたが，半植民地・半封建社会条件の下に
あって，資本・経営能力が脆弱で基礎がしっか
りしていないうえに，外国商社と四大家族の圧
迫をうけており，多くは外国商社（特にアメリカ
の商社）と繋がりがあり，買弁性と投機性を色濃
くそなえていた３５）。

２　対外貿易の支配をめぐる帝国主義諸国間の

抗争

　半植民地・半封建的中国に対する帝国主義諸
国の資本輸出が重要な位置をしめるようになる
につれて，資本輸出と結びついた帝国主義諸国
の対中国貿易は，金融，海運，保険などとの有
機的な連携の下に，中国の対外貿易の支配をめ

ぐる抗争として発現するようになっていった。
すでにみたように，中国の対外貿易に占める帝
国主義諸国の地位の変化は，帝国主義各国の中
国における勢力の消長と深い関係をもっている。
　アヘン戦争からに日清戦争の時期までは，イ
ギリスは中国の対外貿易の８０％以上を占め，第
１位の地位にあった。第二次世界大戦の時期に
は日本とアメリカが急にのし上がってきて，日
本は一躍１位におどりでた。１９４１年には上海の
外国貿易商社は１,１４５社あったが，第二次世界大
戦後敗戦国ドイツ，イタリア，日本が敗退して，
イギリス，フランスの商社の数も減少し，１９４６
年春には上海の外国貿易商社は４９１社を残すのみ
となり，アメリカの商社の地位が圧倒的に高
まった。このように第二次世界大戦は，イギリ
ス，フランスなどの帝国主義諸国の勢力の後退
に伴い。アメリカの独占的ともいえる地位が確
立された３６）。

３　帝国主義に奉仕する輸出入商品構造と生産

力の発展の阻害

　帝国主義によって半植民地に転落させられた
中国にとって，自主的な対外貿易政策など問題
になりえなかった。帝国主義諸国は各国の製品
をダンピングによって無制限に中国に流し込み，
中国を帝国主義諸国の商品販売市場とした。ま
た，これら諸国は中国を工業原料，農産物の低
価格供給基地として，自己の資本蓄積の道具と
したのである。このことを反映して，１９４９年ま
で中国の対外貿易は，輸入では消費財と奢侈品
を中心とした，輸出では原料品を主とした輸出
入構造が改められることはなかった。
　輸入商品の構造からみると，１８８５年以前には
アヘンが輸入商品の中で最も大きな比重を占め
ていたが，１８８５年になって綿製品が輸入の中で
トップの座を占めるようになった。このほか主
な消費財輸入品としては棉花，石油，紙，毛お
よび毛製品，煙草などがあるが，これら消費財
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輸入品の輸入総額に占める割合は７０～９０％にも
達した。これに対して，中国の工業発展と有機
的な関連をもつ輸入品の割合は極めて低かった。
１８７３～１９４９年の期間で，各年の機械設備輸入が
輸入総額の１９％をこえたことはなかった。しか
も，輸入機械設備も軽工業用のものであった。
　輸出商品の構造でみると，主要輸出品として
は生糸，茶，大豆，落花生，桐油，豚毛，タン
グステン鉱，錫，綿紡績品などがあげられる。
これら輸出品の各年の輸出総額に占める比率は
５０％以上に達し，極端な場合には７０～９０％にも
達した。これらは，帝国主義の必要とする重要
な農産物とか，工業原料品であった。
　輸出入商品構造はこのように，半植民地・半
封建的中国の対外貿易の性格をよく表しており，
中国工業や農業の生産力の発動に寄与するもの
ではなかった３７）。

４　不等価交換と長期入超

　輸出品価格は安く，輸入品価格は高いという
のが，半植民地・半封建的中国の対外貿易の一
つの特徴であったことについてはすでに指摘し
たところである。１９２６年の輸出入統計によると，
当年の中国の対外貿易における不等価交換によ
る損失は，米に換算しておよそ６万２,８００万石
（１石は日本の５斗５升）に達するとされている。
極端的な例としては，アメリカ製の１台のラジ
オがアメリカでは２０ドルで出されているのに，
中国では２５０ドルの売価がつけられているといっ
た具合である３８）。
　輸出入貿易の発展がアンバランスであったこ
とから，１８７７～１９４９年の間中国の対外貿易は
ずっと入超をつづけた。しかも，その入超額は
相当大きなものであった。この間の入超額の累
計は６４億ドル余り（密貿易を除く）に達したが，
このうち３３億ドル余りは国民党統治時代に累積
したものであった。１９４５～１９４８年の間の入超額
は１２億ドル余りであったが，このうち約４億７

千万ドルは１９４６年の１年間で生じたものである。
１９４６年のこの入超額は，同年の輸入額の７２.５５％
にもあたる。
　このような長期にわたる由々しい輸出入のア
ンバランスは， ４つの面でまたさらに大きな影
響を与えることになった。第１に，このことか
ら，中国はさらに外国の借款に依存をますます
深めていかざるをえなくなった。第２に，貿易
面における入超は大量の金銀の国外流出を招き，
財政・経済の混乱を引き起こすところとなった。
第３に，このような輸入の増大は工業や農業の
疲弊と破産を招き，民族資本の発展を萎縮させ，
国民経済の発展を阻害することとなった。第４
に，このことによって輸出入商品の価格上，輸
入品価格は上昇し，輸出品価格は低下するとい
う事態が生じ，帝国主義，官僚資本主義による
収奪が一層強化されるようになったことであ
る３９）。
　１９４９年の中華人民共和国の成立は，このよう
な半植民地・半封建的性格の対外貿易関係を払
拭し，自立的な対外貿易関係を打ち立てていく
出発点を，自らの手に取り戻したことを意味す
るものであった。

四　自由貿易主義展開の国際的前提条件と
構造

１　自由貿易主義とイデオロギー

　自由貿易主義（Free Trade Movements）は英
文用語の通り，そのまま直訳すれば自由貿易運
動である。これは，国内的

・・・
，国際的に何の制限
・・・・・・・・

もなく
・・・

，
・
自由競争的条件で交易を行うこと
・・・・・・・・・・・・・・・

が，
普遍的に経済的な厚生の向上を保障し，その時
点での最大の厚生をもたらすとの考え方を背景
にしている。歴史的に見れば，１９世紀５０年代か
らのほぼ２０年間，イギリスで比較的原型に近い
形で実行されたといわれている。国内的

・・・
，
・
国際
・・

的に何の制限もなく
・・・・・・・・・

，
・
自由競争的条件で交易を
・・・・・・・・・・・

行う
・・
とは，何らかの意味での独占的な要素も存
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在しないことを含む点は注意を要する。また，
自由貿易主義は全体的な考え方であるから，す
べて１００％完全に自由交易する場合以外は自由貿
易主義ではないということではないのは当然の
ことである。
　この考え方を合理化する経済理論として登場
したのが，周知のリカードの比較生産費説であ
る。自由貿易主義そのものはスミスが重商主義
政策に対する批判として打ち出したが，スミス
は貿易の理論としては絶対比較生産費説の認識
段階に止まり，リカードがこれを修正して，国
際貿易の整った枠組として比較優位の理論に仕
立て上げ，国際間における自由貿易主義を主張
した。この場合の枠組は，自由貿易に参加する
国は基本的には主権をもつ，国内的にも自由競
争的交易がおこなわれている国家（国民経済とし
ての統合体）で，この間において自由貿易を行え
ば，貿易参加国は互いに貿易を行わなかったよ
りもより多くの経済的厚生を獲得することがで
きるということであった。
　この理論的認識の前提条件は，この貿易に参
加する国家主体は，①主権をもつ統合体として
の国民経済国家であること，②この国民経済は
自由競争的交易がほぼ完全な形で展開されてい
ること，③主権国家が自らの要求として，相互
自由貿易を行うということである。したがって，
この条件が具備されていない場合には，自由貿
易から期待された相互の利益は必ずしも得られ
るとは限らないし，利益は一方的になる場合，
相互に不利益となる場合すらあるということに
なる。
　さて，②の条件は超歴史的概念として設定す
ることは可能であるが，筆者は現実的には歴史
発展段階に規定された実体条件の上で把握でき
る概念であると考えている。なぜならば，自由
競争的交易概念自体市場経済の実体的に把握さ
れる概念を前提とし，市場経済概念は歴史的に
規定されて存在する実体を反映するものとして

把握される概念であるからである。また，この
こととの関連で自由競争交易概念は，経済発展
の自由競争段階，寡占競争段階，独占競争段階
といった歴史発展段階の実体との関連で対照的
にみて初めて，その実体を反映したものとして
意味をもつ概念として把握できると考えられる。
　上に述べた前提条件から考えれば，帝国主義
下の中国の貿易は，上記のいずれの条件も満た
していない外的に強制された貿易であったであ
ろう。
　これに対して，中国は民族独立を果たし，こ
の道を拒んだが，そのこととその後中国が社会
主義経済体制の道を歩んだこととは，裏腹のこ
ととしては直接的には関係がない。今問題にし
ているのは，この貿易の性格だからである。少
なくとも，その限定された前提条件から独立し
て一人歩きする自由貿易主義の無条件的正当性
は，そのままでは主張できないといっているだ
けである。この場合具体的限定条件と無関係に
正当性主張を強く支えるのは，ロバート・ギル
ピンが指摘するように，「市場と価格メカニズム
が国内的及び国際的経済関係を律する最も効果
的な手段であるという」すべてのリベラリズム
の経済理論に一致した認識４０）だったと考えられ
る。しかも，ジョン .グレイが指摘するように，
それは少なくともこのことに関しては，「多様な
伝統や文化が，理性の上に築かれた新しい，普
遍的な共同社会にとって代わられるという」，あ
る世界的となるべき文明を信奉する「普遍主義
が他を圧していくという考え方４１）」だったので
あろう。マルクスも自由貿易主義論者であり，
普遍主義論者であるが，世界的な社会主義への
近道への一手段として提唱しているので，ここ
では議論から外す。
　資本主義としての帝国主義の一つの典型とさ
れるイギリスは，近代アジアにおいて「自由貿
易原則」を行使したが４２），インドでの地税を基
礎とするインド財政に依拠したインド軍ネット
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ワークが帝国内の政治費用をイギリス本国に代
わって負担し，あわせて内外に「自由貿易原則」
を推し進めた。そこで展開された貿易は，「地域
間の価値の差異を利用した商人のネットワーク
のような，自生的な市場秩序によって取引され
たのではなかったのである４３）」。インド軍による
暴力的市場創出と自由貿易原則に依存して，イ
ギリスは帝国主義政策を遂行したのであった４４）。
　中国の場合はある一国による完全な植民地で
はなく，複数帝国主義国による半植民地という
性格のものであったが，山本有造氏によれば，
満州国建国以来，日本は公式帝国を超えた「円
ブロック」の形成をはかり，日中戦争の拡大と
ともに「日満支ブロック」と呼ばれたものをつ
くり，日本，満州，日本支配下に置かれた中国
関内との貿易はすべて「円」で決済される形が
とられた。日・満・支を中核として大東亜を包
含した自給自足の共栄圏を確立するために，日
本は超自由貿易主義的な，すなわち輸出，輸入
という概念を超えた「交易」概念を用いること
によって，国際通貨をもって決済される「貿易」
と異なった植民地経営をはかろうとした４５）。こ
の場合は極端な強制による経済統合という名の
植民地的偽国民経済化である。中華人民共和国
側が日本傀儡の満州国を偽満州国と呼ぶ所以で
あろう。ここまで極端にいかなくても，他の帝
国主義においても通貨上の強制的宗主国への措
置が取られていた４６）。
　植民地経営は自由貿易主義の発動でもあるが，
それ以上のものでもあり，筆者が上段で国内外
の自由な交易という概念を用いたのは，このこ
とを考えにいれているからである。
　自由貿易主義は一応理論的形として打ち出さ
れたが，その上澄み部分そのままの姿で実行さ
れてきたわけではない。このイデオロギーの上
に人道主義の色彩を塗ることはできたとしても，
現実の中で他を圧する武力をもってし，さらに
その上密輸としてではなく，アヘンが主要輸出

品として中国に持ち込まれるなどに至っては，
言語道断と言わざるを得まい。今日ここまでの
状況を目の当たりにすることはないし，一応国
際的に合意された一定の基準が存在するという
意味では，過去の帝国主義下における宗主国と
植民地間の貿易とは異なった段階的時代ではあ
るが，中国の反帝運動と民族自立，社会主義へ
の指向への動きを理解していくためには，歴史
的なこのような事実を踏まえておく必要があろ
う。

２　自由貿易主義と植民地間の貿易

　宗主国と植民地間の貿易に含まれる問題には，
植民地という主権なき国家領域の主権が蹂躙さ
れるという言語道断の問題の外に，産業に関す
る自由貿易主義対保護貿易主義という問題があ
る。保護貿易主義もいくつかに分けられるが，
保護貿易主義政策の採用が妥当かどうかの観点
から見れば，差し当たり過保護貿易と幼稚産業
保護貿易に分けられる。前者は不適切な政策で
あることは言うまでもない。今一つの観点から
みると，自由貿易によってもたらされるとされ
る経済的厚生に向けての調整過程と結果の問題
があり，本稿との関連で問題を明確にする意味
で，便宜的に，ここで大きく３つの過程と結果
に分けてみてみよう。
①　貿易当事国間でほぼ完全な自由競争条件の
下で自由貿易が推し進められる過程で，当
然ながら国際分業に向けて市場を通じた産
業間調整過程が進むが，輸出部門拡大に
よって動員される生産要素増大部分が，輸
入拡大部分によって生ずる当該部門生産要
素の解放部分を十分に吸収調整する過程が
順調に進む形で国民経済の調整的統合が達
成される場合
②　貿易当事国間で貿易自体は自由化される
が，国内市場でほぼ完全な競争条件という
条件が満たされない状態にあり，所謂リ
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カード型国際分業理論で予期された成果が
もたらされず，場合によっては国民経済の
統合過程が順調に進まない場合
③　貿易当事国としての一方の国（本稿の場合
の帝国主義下の旧中国の場合）が，先ず資
本主義的市場競争条件を具備しておらず（一
般的意味での商業的市場は存在しているが，
生産部面で資本主義的市場競争条件を具備
していない），況してやほぼ完全な競争的市
場条件など問題にならない状況の下で，自
由貿易主義に基づく自由貿易が行われ，自
然発生的資本主義萌芽的初期段階にある経
済が壊滅状態に陥り，国民経済という形に
までも達していなかった，自由貿易が進め
られる以前の一定領域における経済関係さ
えも崩壊していく場合

　ここで便宜的に分けた３つの場合の①と②の
場合は，本稿で固有に論ずる課題ではないが，
③の場合との対比で問題をはっきりさせたいた
めに挙げたまでである。②の場合は市場の具備
すべき条件が問題となることを示す。③の場合
は，部分的に利益を得る階級あるいは階層はあ
りうるが（これは国民経済的概念からすれば，国
民経済内の階級的矛盾と対立の拡大，先鋭化を
もたらす），所謂比較生産費原理によって予期さ
れるはずの自由貿易による経済的厚生の増大が
得られない。この領域における経済関係の崩壊
過程は，前近代的部門で抱え込まざるを得なく
なるが，これはまた前近代的部門における階級
矛盾を先鋭化するという具合に進む可能性が強
く，具体的に中国ではそのように作用した。こ
れが半植民地・半封建社会中国として位置づけ
られる存在の実体であった。
　③の場合，静態的国際分業論としての貿易の
利益さえも得られないわけであるから，発達し
た経済への追い着き・追い越す過程を視野に組
み込んだ動態的利益など問題にはならない。自
由貿易主義に対する保護貿易主義の内容には，

上に述べたように静態的貿易利益に関する部分
と動態的貿易利益に関する２つの面があり，帝
国主義下の中国の貿易ではこの両面において経
済的利益が乏しかった。

３　若干の今日的問題に寄せて

　最後に，若干の今日的問題に寄せて，メモ的
な戯言を述べることをお許しいただきたい。
　熾烈な反帝反封建闘争を経て民族独立を勝ち
取った中国が，帝国主義に囲まれた世界政治経
済の条件の中で，封鎖的内向型経済開発戦略を
採用し，保護貿易政策を執ったことは十分理解
できることであるが，一般に言われる１９７８年１２
月の党第１１期中央委員会第３回全体会議で，所
謂改革・開放路線に転じたのはなぜなのかとい
うこと，その後１９８６年に GATTの地位回復・加
盟を申請し，２００１年 WTOに加盟し，今や自由
貿易主義を主軸とし，アメリカを中心とした経
済連携協定に対抗する中心軸ともなっている。
こういった問題に関連して，以下若干のメモ程
度のことを記しておきたい。
　先ず第一は，中国は建国と同時に自由貿易主
義に反対し，封鎖的内向型経済開発戦略をとっ
てきたが，改革・開放路線への転換は，従来の
封鎖的内向型経済開発戦略，保護貿易政策が誤
りだったとして，新たな路線への転向をはかっ
たのかという問題である。
　筆者が文献上探った限りにおいては，中国国
内（台湾，香港，マカオを除く）において，従来
の戦略に対して，建国当初から一貫して誤りの
政策であったと正面から明確に批判する見解に
出会したことがない。当然ながら，改革・開放
路線への転換に先立ち，かの悪名高いプロレタ
リア文化大革命・四人組期の路線（所謂「左傾」
思想とこれにもとづく路線）としての極度の封鎖
的内向型経済開発戦略，極度の排外主義に対し
て激しい批判が行われたが，それは建国以来の
内向型経済開発戦略そのものに対する，部分的
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にはともかく，全面的否定ではない。１９６０年に
先行して，改革・開放後に全面展開する加工貿
易が試みられ，６０年代初期に従来の内向型経済
開発戦略の見直しの動きもあったが４７），結果的
にはプロレタリア文化大革命・四人組の路線に
突入することになってしまった。１９７８年以前
に，少数ながら，世界政治経済の変化を鋭敏に
読み取り，従来の路線の再検討を考えた指導者
もなかったわけではない。封鎖的内向型経済開
発戦略にもとづく政策が妥当だったのは何時の
時点までで，どの時点からその政策が改められ
るべきであったかについて，筆者はかつて中国
の学者達と議論したことがあるが，明確な回答
は得られなかったが，筆者の感触では，中国は
１９７８年の時点よりもっと早い時点で，国内条件
が整えば，改革・開放路線に転じることができ
たのではあるまいか。
　第二は，中国は改革・開放政策に転じたので
あるから，対外開放はありうるとしても，何故
に自由貿易主義の方向を指向したのかの問題で
ある。いうまでもなく，対外開放と自由貿易主
義にもとづく自由貿易政策とは異なる。中国は
１９８６年に GATTの地位回復・加盟を申請し，
１９８９年４月段階で GATT中国作業部会は中国の
対外貿易制度に対する審査作業を一応終え，
GATT加盟議定書作成作業に移ることを決定し
たが，８９年の「６・４天安門事件」によって，
中国対外貿易制度に対する審査作業は完全に白
紙に戻された４８）。これを契機として，中国の
GATT加盟交渉では加盟条件をめぐり中国側の
譲歩が迫られる過程が始まる。鄭海東氏が指摘
するように，これは GATT加盟の単なる条件闘
争ではなく，背景にはアメリカの政治体質が深
くかかわり，アメリカは加盟交渉を中国市場を
こじ開ける好機としてだけでなく，中国の政治
体制をも変える好機として利用しようとしてい
た４９）。１９８９年マルタ会談をもって東西冷戦構造
を終結に導いたアメリカは，戦略上次の焦点を

ソ連から中国に転じたとみられる。「天安門事
件」前の中国の市場開放度は９０年代以前に比べ
てはるかに低かったにもかかわらず，加盟交渉
がかなり順調に進んだのはアメリカの戦略によ
るものである５０）。アメリカは自己の主導する世
界政治経済体制の構築をはかろうとしたのであ
る。難航を重ねた中国の WTO 加盟交渉は，
２００１年市場経済にかなり近い形の社会主義市場
経済の体裁で実現する。
　この間に貿易と投資の一体化の動きを体化し
た経済のグローバリゼーションが進行する中
で，当初さほどの意識もなく改革・開放路線に
転じた中国ではあったが，９０年代後半からこれ
に乗る形で，また，これをある意味では逆手に
とる可能性をも視野に入れ，経済のグローバリ
ゼーションを受動性の中での積極性の選択とし
て，これに対応した。中国の自由貿易主義指向
は，先進国が過去に推進してきた自由貿易主義
とは，この意味では歴史段階的にも，中国自体
の内的経済発展段階と発展の構造的条件からし
ても，質的に異なる点を認識しておく必要があ
ろう。
　ここで確認しておきたいことは，自由貿易主
義・経済のグローバリゼーション理念を総体的
に統括する WTO加盟交渉においても，アメリ
カの政治性たる覇権が強く働いたことである。
　第三は，今日の自由貿易主義にも含まれうる
政治的覇権性についてである。
　TRADE概念には取引概念も含まれているか
ら，自由貿易は資本取引，サービス取引も含め
た FREE TRADEとして使用してもよいが，取
引される枠組の底に存在する政治的性格につい
ては，よく検討してみることが必要かもしれな
い。貿易概念に資本取引やサービス取引などを
含めた総体的（包括的）経済連携（EP），あるい
は何らかの意味をもつ統合の要素を含む自由貿
易主義という場合には，特にこの点に留意する
必要がある。
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　今日 WTO体制の下で，アジア太平洋地域の
経済連携の枠組を構築していく問題を巡って，
アメリカ主導の環太平洋経済連携協定構想
（「TPP」，日本を含む１０ヵ国）と，これを警戒す
る中国が指向する ASEANプラス３（日中韓），
さらにオーストラリア，二ュージーランド，イ
ンドをプラスした ASEANプラス６の自由貿易
圏構想（「非 TPP」，１６ヵ国）が鎬をけずってい
る。これは，アメリカと中国が今後のアジア経
済の取り込みをめぐる主導権争いである５１）。こ
れらの構想は，表面的には経済的な側面での構
想であるが，WTO体制下にあってこのような
動きが出ること自体，その中に強い政治性が含
まれていることを物語っている。
　野田総理大臣は２００１１年１１月１１日，翌日から
の APEC首脳会議への出発に先立って「TPP」
交渉参加を表明した５２）が，同１５日の参院予算委
員会で，「TPP」交渉への参加は安全保障面で安
定した環境につながるとの認識を示し，日本の
ルールや商慣習を変え，アメリカのルールを入
れようとしているのではないかとの質問に対し，
アメリカのルールだけが押しつけられる環境で
はないと答えている５３）。今日剥き出しの帝国主
義はまさかないであろうが，この交渉自体潜在
的前提として経済的事項に関する政治的覇権も
ありうる性格からして，帝国主義下の過去の中
国の貿易のこととは次元は異にするとしても，
その有無の検証は必要なことであろう。
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